
サービス種類別の利用者数（平成20年2月分）  
10，000  20．000  30，000  40．000  50．000  80，000  70．000  80．000  90．000  100．000  

居宅介護  

重度訪問介護  

行動援護  

重度包括  

療養介護  

生活介護  

児童デイ  

短期入所  

共同生活介護  

施設入所支援  

共同生活援助  

宿泊型自立訓練  

自立訓練く機能訓練）  

自立訓練（生活訓練）  

就労移行支援  

就労移行支援（養成施設）  

就労継続支援（A型）  

就労継績支援（B型）  

身体入所更生  

身体適所更生  

身体入所療護  

身体適所療護  

身体入所授産  

身体適所授産  

知的入所更生  

知的適所更生  

知的入所授産  

知的適所授産  

知的通勤寮  
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サービス種類別の一人あたり車用額（平成20年2月分）  （円）  

50．000  100．000  150．000  200，000  250，000  300．000  350，000  400，000  

居宅介護  

重度訪問介護  

行動援護  

重度包括  

療養介護  

生活介護  

児童デイ  

短期入所  

共同生活介護  

施設入所支援  

共同生活援助  

宿泊型自立訓練  

自立訓練（機能訓練）  

自立訓練（生活訓練）  

就労移行支援   

就労移行支援（養成施設）  

就労継続支援（A型）  

就労継続支援（B型）  

身体入所更生  

身体通所更生  

身体入所療護  

身体通所療護  

身体入所授産  

身体通所授産  

知的入所更生  

知的適所更生  

知的入所授産  

知的通所授産  

知的通勤寮  
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経営  

【調査対象】  

◇ 全国約17，000か所の障害福祉サービス事業所、障害者支援施設、相談   
支援事業所、特定旧法指定施設及び知的障害児施設等  

【調査項目】  

◇ 平成19年度における以下の状況  

ビ  の提供状況（開所日数、利用者数 等）  ・サ  ス  

状
の
状
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【調査スケジュール】  

◇平成20年3月未 調査票の発送  

（現在、回収作業中）  

秋頃  調査結果の集計・分析  

18   
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地域生活支援事業  

【事業の目的】  

○ 障害者及び障害児がその有する能力及び適性に応じ、自立した日常生活又は社会生   
活を営むことができるよう、地域の特性や利用者の状況に応じた柔軟な事業形態によ  

・ 
御車施 。  障害者及び障害児の福祉の増進を図るとと  ヽ

 
 

て
 
 

つ
 
 

も
 
 
 もに、障害の有無に関わらず国民が相互に人格と個性を尊重し安心して暮らすことの  

できる地域社会の実現に寄与する。  

【事業の性格】  

1 地域の特性や利用者の状況に応じて柔軟に実施することにより、効率的・効果的な   
事業実施が可能である事業  

E地域の特性］ 地理的条件や社会資源の状況  
［柔軟な形態］ ①委託契約、広域連合等の活用  

②突発的なニーズに臨機応変に対応が可能  

③個別給付では対応できない複数の利用者への対応が可能  

2 地方分権の観点から、地方が自主的に取り組む事業  
3 生活ニ】ズに応じて個別給付と組み合わせて利用することも想定できる  
4 障害者保健福祉サービスに関する普及啓発等の事業  

E自立支援給付と地域生活支援事業】   

■定性的、個別的なニーズに対応する事業 → 自立支援給付   

凛地域の特性や利用者の状況に応じて柔軟に実施できる事業 → 地域生活支援事業  

19   



障害者自立支援法の給付・事業   



地域生活支援事業一覧  
都道府県事業  市町村事業  

1 書門性 の高い相談支援事業  

（1）発達障害者支援センター運営事業  

（2）障害者就業一生活支援センター事業  

（3）高次脳機能障害支援普及事業  

（4）障害児等療育支援事業《交付税》   

1＿相談支援事業  

（1）障害者相談支援事業《交付税》  

（2）市町村相談支援機能強化事業  

（3）住宅入居等支援事業（居住サポート事業）  

（4）成年後見制度利用支援事業  
号壬：i墓室  2 コミュニケーション  

都道府県相談支援体制整備事業  

3 サービス・相談支援者、指導者育成事業  
（り 障害程度区分認定調査員等研修事業  

（2）相談支援従事者研修事業  

（3）サービス管理責任者研修事業  

（4）居宅介護従事者等養成研修事業  

（5）手話通訳者養成研修事業  

（6）盲ろう着通訳・介助員養成研修事業  

（7）身体障害者・知的障害者相談員活動強化事業  

（8）音声機能障害者発声訓練事業  

4 その他の事業  

（1）福祉ホーム事業  

（2）盲人ホーム事業  

（3）重度障害者在宅就労促進特別事業  

（バーチャルエ房支援事業）  

（4）重度障害者に係る市町村特別支援事業  

（5）生活訓練等事業  

（6）情報支援等事業  

（7）障害者IT総合推進事業  

（8）社会参加促進事業   

董⊥  

3 日常生活用臭素  リフト、拡大読  

草者用屋内信号装置等】  

旦 移動支援事業  

5‥地域活動支援セ．ンj＿・㌻・  

（1）地域活動支援センタ州《交付税》  

（2）地域活動支援センター機能強化事業  

6 その他の事業  

（1）福祉ホ岬ム事業  

（2）盲人ホーム事業  

（3）訪問入浴サービス事業  

（4）身体障害者自立支援事業  

（5）重度障害者在宅就労促進特別事業  

（バ鱒チャルエ房支援事業）  

（6）更生訓練費一施設入所者就職支度金給付事業  

（7）知的障害者職親委託制度  

（8）生活支援事業  

（9） 日中犀時支援事業  

（10）生活サボ岬卜事業  

（11）社会参加促進事業  

※ 下線は必須事業  



7 劇臥茹鰐貧者  

H17．10   

実施市町村数   ，471／1．843   

実施市町村軍帽て   毘魁妄∴i≧＝二皇盤∴   

gコミュニケー淵亭者  
（1）手話通訳派遣  

H17．10   

実施市町村数   502／1，843   

実施市町村割合   27i蔓4勃上   

凸
∨
∧
∨
八
∨
 
 

（2）手話通訳設置  

H17．10   

実施市町村数   338／1，843   

実施市町村割合 ■  18＝．針i紘   

3）要約筆記派遣  

H17．10   

実施市町村数   180／1，843   

実施市町村割合   0．17丁線 

※ コミュニケーション支援事業全体の実施市町村数  

β β常会鹿朋彪好事亭者  

H17．10   

実施市町村数   ，724／1，843   

実施市町村割合   9、3∴54盤 

（注1）H19．4～H20．3は速報値のため、今後変更があり得る。  
（注2）H18．10～H19．3の市町村数（1．827市町村）はH19．3．31時点の全国市町村数である。  
（注3）H19．4～H20．3の市町村数（1．818市町村数）はH20．1．15時点の全国市町村数である。  ※厚生労働省障害保健福祉部企画課自立支援振興室調べ  22   



小規模作業所の新体系等への移行状況調査  
平成20年4月時点では54．3％の小規模作  ○ 平成18年4月以降の新体系等への移行状況調査を実施した結果、   

業所が新体系等へ移行している。  

平成20年4月時点  平成19年10月時点  平成18年相月時点  

か所数   割合  

1，512か所  由・・．   

了68か所   13．2％   

273か所   4．了％   

3，287か所   56．3％   

5．840か所  100．0％   

移行状況  か所数   割合  

移行  

地域活動支援センター   

個別給付事業   163か所   2．8％  

個別給付事業との統合等   139か所   2．4％   

小規模作業所のまま存続  5，055か所   87．1％   

合計  5，806か所  100．0％   

平成18年  

4月時点   

小規模   

作業所  

5，676か覿  

平成20年4月時点  平成18年10月時点  平成19年10月時点  

個別給付と統合等   
139か所  

個別給付と統合等  
273か所  

※厚生労働省障害保健福祉部企画課自立支援振興室調べ 23   



平成柑年12月7日  

与党障害者自立支援に関するプロジェクトチーム  

Ⅲ 見直しの方向性  

7 地域生活支援事業   

地域生活支援事業については、地域の特性を踏まえ   
つつ、サービスの均てん化を図る観点から、実施状況   
を検証の上、必要な対応。  
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